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環境大臣による
除染特別地域の指定

※旧警戒区域・計画的避難区域に相
当 （田村市、南相馬市、川俣町、
楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、
双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村
の１１市町村）

環境大臣による特別地域内
除染実施計画の策定

国による除染等の措置等の実施

①除染特別地域（国直轄除染地域）

②汚染状況重点調査地域（市町村除染地域）

環境大臣による対象地域の指定
（放射線量が１時間当たり0.23マイクロシーベルト（μSv/h）以上の地域）

※0.23μSv/hは汚染状況重点調査地域の指定基準であり、除染の目標ではない。

市町村長による調査・測定の結果、0.23 μSv/h以上の地域について

市町村長による除染実施計画策定

市町村長等は除染実施計画に基づき除染等の措置等を実施
（国が予算措置）

※原子力事業所内の土壌等の除染等の措置及びこれに伴い生じた除去土壌等の処理については、関係原子力事業者（東京電力）が実施。

①対策地域内廃棄物

②指定廃棄物

環境大臣による汚染廃棄
物対策地域※の指定

環境大臣による対策地域
内廃棄物処理計画の策定

国が対策地域内廃棄物
処理計画に基づき処理

※廃棄物が特別な管理が
必要な程度に放射性
物質により汚染されて
いる等一定の要件に
該当する地域を指定

下水道の汚泥、
焼却施設の焼却
灰等の汚染状態
の調査（特措法

第１６条）

国が処理

左記以外の
廃棄物の調
査（特措法第
１８条）

不法投棄等の禁止

環境大臣による
指定廃棄物の指定
※汚染状態が一定基準
（8,000Bq/kg）超の廃棄物

特定廃棄物

環境大臣に報告 申請

特定廃棄物には該当せず、廃棄物処理法が適用される廃棄物であ
るが、事故由来放射性物質により汚染され、又はそのおそれがある
廃棄物を環境省令で規定。廃棄物処理法の処理基準のほか、特措
法の特別処理基準に基づき処理。

特定一般廃棄物・特定産業廃棄物

放射性物質により汚染された土壌等
（草木、工作物等を含む）の除染等の措置等

放射性物質により汚染された
廃棄物の処理

放射性物質汚染対処特別措置法に基づく
除染等の措置・汚染廃棄物の処理
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注）特定廃棄物以外の廃棄物については、廃棄物処理法の規定を適用。
（一定の範囲については放射性物質汚染対処特別措置法に基づく基準も適用。）

特定廃棄物埋立処分施設

最終処分へ

中間貯蔵施設

指定廃棄物
事故由来放射性物質による汚染状態
が8,000Bq/kgを超えると認められ、環
境大臣の指定を受けた廃棄物

指定廃棄物
事故由来放射性物質による汚染状態
が8,000Bq/kgを超えると認められ、環
境大臣の指定を受けた廃棄物

対策地域内廃棄物
環境大臣が指定した汚染廃棄物対策地域内に
ある廃棄物のうち、一定の要件に該当するもの

対策地域内廃棄物
環境大臣が指定した汚染廃棄物対策地域内に
ある廃棄物のうち、一定の要件に該当するもの

特定廃棄物特定廃棄物

10万Bq/kg以下10万Bq/kg超

廃棄物廃棄物

除染除染

土壌土壌

可能な限り
減容化

可能な限り
減容化

＜対策地域内廃棄物の例＞
・地震・津波によって生じたがれき
・家屋解体によって生じた廃棄物 等

＜指定廃棄物の例＞
・焼却灰
・農林業系廃棄物（稲わら、堆肥） 等

除去土壌等及び特定廃棄物の処理フロー（福島県）
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注）特定廃棄物以外の8,000Bq/kg以下の廃棄物
については、廃棄物処理法の規定を適用。
（一定の範囲については放射性物質汚染対
処特別措置法に基づく基準も適用。）

廃棄物処理法
に基づく処分

＜除染由来＞

土壌廃棄物

例）落ち葉、枝等

可能な限り
減容化
（焼却等）

処分方法
検討中

指定廃棄物
（8,000Bq/kg超）

注）指定廃棄物の処理後のモニタリングは国
が実施。

長期管理施設
（遮断型相当）

特に指定廃棄物の保管が
ひっ迫している県
（宮城県、栃木県、千葉県）

＜廃棄物＞

例）汚泥、稲わら、堆肥等

その他の都県

既存の処分場

可能な限り
減容化
（焼却等）

除去土壌等及び指定廃棄物の処理フロー（福島県以外）
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＜中間貯蔵施設＞＜汚染廃棄物処理＞ ＜除染＞

・地域指定の考え方
・汚染状況の調査測定手法
・除染等の措置の実施方法
・各種除染手法の効果検証
・収集・運搬基準
・保管基準
・仮置場の施設要件
・河川・湖沼等ガイドライン
・フォローアップ除染
・森林の放射性物質対策
・仮置場等の原状回復に係るガイドライン

報告・検討を行ってきた事項

引き続き報告・検討を行う事項

等

等
・除去土壌の処分方法等
・リスクコミュニケーション、調査研究

【環境回復検討会】（平成23年９月～）
○除染等の措置等に係る事項

【特措法施行状況検討会】（平成27年３月～平成27年９月取りまとめ、平成29年７月～平成30年３月取りまとめ）
○特措法の施行状況に係る事項 等

【中間貯蔵施設への除去土壌等
の輸送に係る検討会】
（平成25年12月～）
○中間貯蔵施設への輸送に
係る事項

【中間貯蔵除去土壌等の減容・
再生利用技術開発戦略検討会】
（平成27年７月～）
○中間貯蔵除去土壌等の
減容・再生利用に係る技術

開発戦略、再生利用の促進に
係る事項 等

【指定廃棄物処分等有識者会議】
（平成25年３月～）

○指定廃棄物等の処理に向けた
検討

環境回復検討会における検討事項について
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